ヨーロッパ ツウカ トウゴウ ソノ ナリタチ ト アジア エノ レッスン by 山下, 英次
氏名
学位の種類
学位記番号
学位授与年月日
学位授与の要件
学位論文名
論文審査委員
山下英次
博 士(経済学)
第 4332号
平成15年3月25日
学位規則第4条第2項該当者
ヨーロッパ通貨統合ーその成り立ちとアジアへのレッスン
主査教授佐藤 光 副主査教授惣字利紀男
副主査教授海老塚 明
論文内容の要旨
ヨーロッパは、 1972年4月にECスネイク制を導入し、さらに1979年3月、より洗練された制度である
EMS(欧州通貨制度)へとそれを改良し、合計27年間近くに渡って域内固定為替相場制を持続してきた。
そうした積み重ねを経た上で、 1999年初めからEMU(欧州経済通貨同盟)の創設、すなわち固定相場制の
究極の形である統一通貨ユーロを遂に誕生させるという偉業を達成した。
このように、 1950年5月の「シューマン・プランJによる独仏和解に始まった欧州統合は、この50年余
りの聞に大きく前進したが、その成功の秘訣は、以下の諸点にある。
まず第1に、参加国の「政治的な意思J(political willingness)が強固であったことが挙げられる。
第2は、これは第1の要因とも関連するが、参加国間の信頼感を高めるためということもあり、 EU(欧
州連合)はEMU(経済通貨同盟)とPU(政治同盟)の双方を同時並行的に進めてきたということである O
第3は、ドイツの「アメリカ離れ」が進展したというとこであるO 実は、 EMUは3度目の正直で実現
したのであるが、 1962年の第1回目のEMU計画(iヴァン・カンペン報告J)の折、 ドイツは、欧州域内
同盟より大西洋同盟を重視していたために、これに賛同せず、欧州の計画は挫折した。しかし、 1970年代
末頃になると、ドイツのアメリカ離れが進み、シュミット首相自身が、 EMSを構想し、それを実現させ
るまでになった。
第4に、こうして政治的に一人前の存在になったドイツとフランスによる「独仏枢軸」によって、欧州
統合は推進されてきた。
第5に、欧州の域内通貨制度においては、早い時期からドイツが中心通貨国として機能してきたが、ド
イツは、基本的にインフレ抑制重視に重点をおいた節度のある政策を貫いたため、域内の他の参加国に対
して、節度のある政策が伝播した(iドイツからの良い伝播J)。その結果、欧州域内諸国の経済パフォー
マンスの収数に貢献し、後に統一通貨の実現に結び、ついた。これは、世界全体の中心通貨国であるアメリ
カからは、むしろ政策上のモラル・ハザードがほかの国に伝播した(iアメリカからの悪い伝播J)のとは、
大きな違いである。
また、欧州が、共通の域内通貨制度を持ったことの効果(成果)として、以下の2点を挙げておきたい。
第1に、 1980年代半ば頃から、欧州域内でのドイツ・マルクの介入通貨化・準備通貨化が進展した。す
なわち、独マルクの域内基軸通貨化が実現した。これは、 1970年10月の「ウェルナー・プラン」以来の欧
州の「悲願J(欧州、|におけるドルの介入通貨としての機能の剥奪)がようやく実現されたことを意味する
が、それは、欧州が域内固定為替相場制を長年持続させてきたことの成果であった。 1985年9月のプラザ
合意後、ドルが急落したことが、独マルクの域内介入通貨化の必要条件であったが、マルクを中心通過と
する域内固定相場制という十分条件がなかったら、それは実現しなかったはずである O 同じ時期に、円も
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ドルに対して急上昇したが、アジアにおいては、十分条件が全く備わっていなかったもので、円の国際化
は進まなかった。
第2の重要な成果は、欧州が域内で共通の為替相場制度を持ったため、欧州は、ドノレの大幅な変動によ
る悪影響から自らを守ることに、かなりの程度成功したということであるO これは、筆者が「ハードシェ
ル・カプセル効果J(隔離効果)と呼ぶものであるが、マルクも円と同様に、ドルに対しては大幅に為替レー
トが上昇してきたにもかかわらず、実質実効為替レートでみると、マルクの上昇は、極めて穏やかなもの
にとどまった。 1970年からの主要通貨の実質実効為替レートの動きをプロットしてみると、円だけが大幅
に上昇し、なおかっ上下のスウィングの幅も極めて大きかったことが分かる。このように、ヨーロッパが
1972年以来、 30年以上にわたって共通の域内通貨制度を守り続けてきたことの効果は、極めて大きい。
こうしたヨーロッパの重要な経験に学び、日本は、アジアでドイツのような役割を果たしつつ、アジア
統合の進展、とりわけ3段階を経たアジア共通通貨の実現に向けて、リーダーシップを発揮すべきである。
そのためには、長期的には、日中両国の「コア・パートナーシップ」を確立することが肝要である。
論文審査の結果の要旨
本論文の最大の特徴の一つは、ヨーロッパ通貨統合の歴史を、豊富な一次資料 (B18、ECB、EM1、
1MFなど発行の諸文献と諸資料)を駆使して詳細に跡づけていることである。特に、 1972年のECスネイク
制の成立から1999年のEMU(欧州通貨同盟)の成立までの27年間にわたるヨーロッパ固定為替相場制の歴
史を7期に区分した上で、それぞれの期間を詳細に分析し特徴づけた第3、4、5章は、高い学術的価値
を持つものとして評価されよう。
分析の基本的趣旨は、独仏を中心とした欧州各国の強い政治的意思が、その時々の状況の変遷を通して、
域内固定相場制を維持し発展させたというもの(その意味で政治経済学的色彩の強いもの)だが、多くの場
合、分析に際しては、通貨問題をめぐるさまざまな勢力の論争や対立の様が、現地のジャーナリズムなど
をも援用することによって、生き生きと描かれている。
ヨーロッパの通貨統合が現実の経済的、政治的、社会的状況の中で好余曲折を経ながら進められてきた
ことを考えると、これは、本論文の学術的価値を低めるものというよりむしろ、高めるものとして積極的
に評価されよう。
欧州通貨統合に関する筆者の全般的評価は、その固定相場制維持へのたゆみない努力が、域内各国に、
国際収支の大幅な赤字の継続を続けではならないという、いわゆる「国際収支ディシプリン」の遵守を要
請したなどの点できわめて効果的だったというものだが、この観点は、基軸通貨国アメリカが大幅な貿易
赤字を生み出しながらドルを「たれ流し」続け、結果として、世界経済を危機的状況に追い込みつつある
側面があることを思うとき、一つの傾聴に値する意見だといえる。
本論文のいま一つの特徴は、こうしたヨーロッパ通貨統合の歴史からの教訓を、日本を中心としたアジ
アにも生かすべきだという明確な主張を行っていることである。すなわち、ヨーロッパにおいて独仏、特
にドイツが果たした役割をアジアにおいて日本が果たし、中国や韓国などと協力しながら、なんらかの域
内固定相場制度を構築して、ドlレの不安定な動向から各国経済を防衛すべきだーこれが著者の主張である。
使われている資料が英語文献に限られていること、通貨制度の評価基準が為替レートの安定性のみとさ
れていること、各国経済のパフォーマンスへの立ち入った分析が行われていないこと、欧州の経験が即ア
ジアにも適用可能かどうか、独仏協調に対応するような、たとえば日中協調が成立しうるかどうか、など
の点について疑問がないわけではない。しかし、著者の専門領域が、ヨーロッパ通貨論ではなく、日本、
アジア、アメリカなども含めた国際通貨論一般であり、本論文の主要な目的が、元来、欧州経済全般を分
析することではなく、通貨統合の歴史を分析することに限られていたことなどを考慮すれば、これらが重
大な欠陥になるとは思われない。
いずれにしても、本論文のような詳細な歴史分析と独自の明確な主張を合わせ持った論文はそれほど多
くはない。博士学位を授与するのに十分値する論文であると判定する。
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